




















































































また、東京都 23 区における都市再生緊急整備地域は、地域外と比較して 1.36 倍地価
が高い状況にあり、この価格差には金融支援や地域指定による開発期待といった影響より
も規制緩和による影響が大きいことを明らかにした。一方、全国における都市再生緊急整
備地域では、地域指定後 10 年間で約 7 兆 430 億円の建設投資が行われ、今後は 8 兆
1,974 億円が見込まれる。この地域指定後 10 年間の建設投資のうち約 29％は都市再生施
策が関与しており、都市再生特別地区分は 9,344億円、民間都市再生事業計画分は 1兆 979
億円の事業に関与していた。都市再生施策が活用できなかった場合、地域指定後 10年間の



























































































第 7 章では、結論として第 2 章から第 6 章まで明らかとなった成果をとりまとめて、都
市再生における都市計画・建築規制のあり方として、意欲のある多様な関係主体の参加が
前提条件となるが、運用改善によって誕生する新たな都市再生特別地区は、従来の特例制
度のみならず既存の都市計画・建築規制に代わる存在となる可能性を有していることを論
じた。 
 
 
 
